
［要旨］

1期目のトランプ政権は、イランと核合意を締結したオバマ前政権の中東政策が湾岸

の同盟国に「見捨てられる」恐怖を与えたなかで発足した。トランプ政権はその払拭に

努め、イラン包囲網と目されたアブラハム合意を妥結させたが、軍事的関与には消極的

であった。ゆえに、湾岸諸国は同盟国を守るというアメリカの姿勢に懸念を持ち続けた。

2期目のトランプ政権は、湾岸諸国に対して軍事的かつ直接的な関与を示すというアメ

リカの姿勢に回帰した。トランプ政権は、2025年6月のイスラエルによるイランへの攻

撃を評価し、2026年1月のベネズエラでの斬首作戦を通じて短期間での圧倒的勝利に自

信をつけ、2月28日にイランへの攻撃に踏み切った。しかし、トランプが選択したイラ

ンとの戦争は、イランがホルムズ海峡の封鎖に打って出たことで主導権を奪われる形に

なった。原状回復には戦争終結のほかなく、アメリカが戦争目的をほぼ実現できないま

ま4月にイランと暫定的な停戦に至ったことは、その影響力に陰りを生じさせた。

はじめに

われわれが湾岸と呼ぶ領域は、ペルシア湾を取り囲む国々からなり、中東地域を構成する

ひとつの下位地域である。ゴーズ（F. Gregory Gause, III）は、湾岸を、各国の安全保障が相互

に影響を及ぼし合う地域安全保障複合体（regional security complex）とみなしたうえで、その

国際関係に以下の特徴があると指摘した（1）。第1に、湾岸ではイラン、イラクおよびサウジ

アラビアの3ヵ国による地域支配をめぐる競合が展開されてきたが、2003年のイラク戦争に

よってイランとサウジアラビアとの影響力争いへと移行した。第2に、1990年以降、湾岸に

対するアメリカの関与はより軍事的かつ直接的なものとなり、アメリカが唯一の覇権国であ

る状況となったが、イランやサウジアラビアがその意向に沿う政策を講じてきたわけではな

い。

こうしたゴーズの指摘は、2025年1月に発足した第2次トランプ政権下の湾岸情勢につい

て考えるうえでひとつの指標となろう。本稿では、こうした点を踏まえ、2期にわたるトラ

ンプ政権の中東政策を中心に論じてみたい。
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1 トランプ政権の外交方針

2016年のアメリカ大統領選挙において、共和党の大統領候補となったトランプは、自らの

外交政策を「アメリカ第一主義（America First）」と呼んだ。これは、外交・安全保障政策に

ついての孤立主義と、通商政策における保護貿易からなる（2）。

孤立主義を対外政策に掲げた典型例として挙げられるのが建国から20世紀初頭までのアメ

リカである。アメリカは、国際社会に船出したばかりの幼弱な自国を危険にさらさないよう、

国際関係における力の「現実」を考慮して強大なヨーロッパの大国間政治から距離をとり、

同盟を拒絶する姿勢をみせた。同時に、それを通じて、自身が普遍的な重要性を持つと認識

していた民主主義、自由や平等といった価値観を守ろうとした（3）。

アメリカ第一主義を掲げたトランプ政権ではあったが、政権発足後の1年目には、少なく

とも外交・安全保障の分野で孤立主義が表れることはほとんどなかった。これは、ティラー

ソン国務長官、マティス国防長官、マクマスター国家安全保障担当大統領補佐官らを指し示

す「大人たち」の影響で、トランプが主張していたアメリカ一国の国益への執着がうまく軽

減された結果であった（4）。

実際のところトランプ政権は、基本的に国際主義を継承したと指摘されている。これは、

共和党の保守主義の路線を踏襲して、必要と判断した場合にはアメリカ単独での行動をため

らわないものの、国際機関を通じた多国間の協力には関心が低いという対外方針であった（5）。

こうした国際主義を凝縮しているのが「力による平和（peace through strength）」というスロ

ーガンであろう。かつてレーガン大統領が唱えていたことで知られる。その内容を踏まえれ

ば、このスローガンの基本形は、アメリカにとって好ましい対外関係を交渉と圧力を含むあ

らゆる手段により「ディール（取引）」として構築することを意味する。2016年9月にトラン

プが共和党の大統領候補に指名された後に行った演説に登場し、「新たな友好国を作り、古い

同盟を再建し、新たな同盟国を取り込む」という姿勢が打ち出された（6）。

では、トランプ政権は、どのように同盟関係を構築してきたのであろうか。以下では、簡

潔に第1期の動きを振り返る。

2 待ち望まれていたトランプ政権

トランプ政権が中東で同盟国とみなすのは、サウジアラビアやカタールを中心とする湾岸

アラブ諸国とイスラエルである。第1次トランプ政権の発足は、それらの国々に待ち望まれ

ていた（7）。とりわけアメリカにとって長年の同盟国であるサウジアラビアは、オバマ政権の

中東政策に強い不満を抱いていたのである。それは、オバマ政権が講じた以下のような措置

のせいであった（8）。

第1に、オバマ政権は、若者による民主化要求運動の総称である「アラブの春」が席巻し

た親米国チュニジア、エジプト、イエメンおよびバハレーンの政権ではなく、抗議活動を行

う国民の側を支援した。第2に、1979年のイラン革命以降、アメリカは常にサウジアラビア

を同盟国とみなし、イランと対立してきたが、オバマ政権がイランと核合意（JCPOA）を締
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結したことで、中東地域に対するアメリカの関与が変化した。第 3に特に、アメリカが

JCPOAの締結に至るイランとの外交交渉を優先したことがサウジアラビアを筆頭とする同盟

国を優遇してきたアメリカの従来の政策と相いれないものであったことである。こうした認

識に立つサウジアラビアは、「見捨てられる」恐怖に煽られ、アメリカの諸措置に反発するば

かりで、結果的に湾岸の同盟国に対するアメリカの影響力を衰退させることになった。

こうしたなかで2017年1月に発足したトランプ政権は、湾岸諸国との同盟を維持すべく、

イランに対する脅威認識という共通項を踏まえ、以下のような取り組みをしてきた。第1に、

最初の外遊先としてサウジアラビアおよびイスラエルを選択し、国交を樹立していない両国

間を直接空路で移動した。トランプの外遊直前にはアラブ首長国連邦（UAE）の皇太子であ

ったザーイド（現大統領）が訪米し、イスラエルに対する湾岸諸国の和平案をトランプにも

共有していた（9）。提案内容は、イスラエルによるパレスチナ問題の解決に向けた取り組みと

引き換えに、湾岸諸国がイスラエルと国交正常化するというものであった。トランプは、こ

うした和平案の存在を都合よく活用し、「反イラン包囲網」として、イスラエルと湾岸諸国と

いうアメリカの伝統的な同盟国同士の連携を促進しようとした。

第2に、サウジアラビアを筆頭とする湾岸のアラブ諸国に対し、アメリカがその安全保障

に関与する姿勢が表明された。トランプ大統領は2017年5月にサウジアラビアを訪問した際、

50ヵ国以上に上るイスラーム圏諸国の代表らに対し、北大西洋条約機構（NATO）を念頭に置

いた新たな安全保障の枠組みを構築する意欲をみせ、アメリカがその後見人となる姿勢を打

ち出した（10）。その担保として、サウジアラビアとの間では、約1100億ドルに上る武器売却が

合意された。この合意は、サウジ軍がイランの脅威を前提とする過激派への対処能力を向上

させるためであるのみならず、両国に雇用を創出するより大きな協定の一部とされている（11）。

これを踏まえると、トランプが思い描く同盟国との関係は、同盟国の自立性を促し、アメリ

カに経済的利益をもたらすものであることが示唆される。

第3に、トランプ政権は、イランに対して「最大限の圧力」政策を講じていった。その象

徴が2018年5月にJCPOAから離脱し、イランへのあらゆる制裁を復活させたことである。ト

ランプが JCPOAを批判したのは、その合意がイランによるミサイル開発を対象としておら

ず、イランが中東各地で展開していた傀儡組織への支援に代表される問題行動についても何

ら対処されていないからであった。トランプは、これらの点を含む包括的な合意をイランと

結ぶとした。

こうしたトランプ政権の対外政策は、オバマ政権下で創出された現状の維持には関心がな

く、現状の変革に利益を見出している姿を浮かび上がらせた（12）。そのため、トランプ政権の

発足は、サウジアラビアにとってはアメリカによる安全の保証を得るための新たな機会とな

り、イランにとっては不安を増大させるものとなった。そして、湾岸へのアメリカの関与は、

サウジアラビアとイランのライバル関係をより激化させていった。それは、例えば、2014年

9月にイランの支援を受けているとされるイエメンのフーシ派が首都サナアを占拠して再燃

した内戦がサウジアラビアとイランの代理戦争と化したことに顕著である（13）。アメリカは、

政権側を支援するサウジアラビアに対し、イランの関与に対抗できるよう武器およびインテ
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リジェンスの提供を行った。

イランへの圧力を極大化していったトランプ政権ではあったが、軍事的関与には及び腰で

あった。2019年9月にフーシ派がサウジアラビア東部にある石油施設を攻撃した際、湾岸諸

国はそれがイランの仕業であるとして、アメリカに報復を求めた。トランプ政権はそれに応

える姿勢をみせ、2020年1月にイラクにいたイランのスレイマーニー・イスラーム革命防衛

隊司令官を殺害した。しかし、サウジアラビアやUAEなどはイランに対するアメリカの限定

的な報復を目の当たりにし、アメリカが湾岸の同盟国を見捨てたとの警戒心を再び抱いた。

そのうえで彼らは、自国を防衛するために自ら軍事力を増強させ、トランプ政権の優柔不断

さを切り抜ける姿勢を示した（14）。

こうしたなかで、「古い同盟の再建」を象徴するのが2020年9月にトランプ政権が仲介した

イスラエルとUAEおよびバハレーンというアラブの2ヵ国との国交正常化のための「アブラ

ハム合意」の締結であった。両国は、イスラエルと同様にイランを敵視するとともに、すで

にイスラエルとの間でインテリジェンスの共有を図ってきており、よりいっそうの協力関係

の強化に利益を見出していたといえる。その後、同年10月にはモロッコ、2021年1月にはス

ーダンがアブラハム合意の締約国となり、その拡大が目指されていることを明らかにした。

両国に関しては、それぞれ、アメリカがモロッコによる西サハラの領有権を認めることおよ

びスーダンのテロ支援国家指定解除という政治的利得と引き換えであった。これらを踏まえ

ると、アブラハム合意の支柱は、イスラエルとアラブ諸国との国交正常化が示唆する地域的

な和平の確立という価値の共有よりむしろ、締約国がおのおの何らかの形で相互に利益を得

るという点であった。

3 第2次トランプ政権の発足

続くバイデン政権下でも、アブラハム合意の拡大はサウジアラビアに的を絞って目指され

た。2023年9月にはムハンマド皇太子自身がイスラエルとの国交正常化は、日々近付いてい

るとの趣旨を発言していた（15）。しかし、その報道から約3週間後に発生したハマースによる

イスラエル襲撃事件を機にガザ戦争が勃発し、サウジアラビアは「条件」をイスラエルによ

る二国家解決策の実現につり上げるとともに、交渉を棚上げした。ただし、サウジアラビア

は、イスラエルとの国交正常化の実現に反対してはいない（16）。

第2次トランプ政権は、ガザ戦争の勃発が引き金となり、イスラエルと、イラン率いる

「抵抗の枢軸」との衝突が地理的にも広がり、烈度を増すなかで発足した。その対外政策にお

いては、同盟国との間にどのような関係性を構築するのかという点が重要であった。それは、

ペンス副大統領、ポンペオ国務長官、ボルトン補佐官やヘイリー米国連大使など1期目の政

権において対イラン強硬派として知られた勢力が2期目の陣容から除外されていたからであ

る。

彼らは、「優位派（primacists）」と呼ばれる共和党の一派であるとされる。優位派は、ロシ

アによるウクライナへの軍事侵攻が米軍のアフガニスタンからの撤退の結果であるとみなし、

アメリカがアジアのみならずヨーロッパや中東においても関与を続け、抑止態勢を維持しな
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ければならないとする。同盟はそのために必要とされる（17）。

一方、2期目の政権には、「抑制派（restrainers）」と呼ばれる一派も含まれていた。その筆頭

がヴァンス副大統領である。彼らの主張は、イラク戦争の惨禍やパレスチナをはじめとする

各地での絶え間ない危機をもたらしたアメリカの冒険主義を改めるうえで、アメリカには湾

岸から手を引くことが必要だ、というものである。つまり、彼らは外国への非介入を主張す

るがゆえに、同盟国に安全保障面での分担を要求する（18）。ちなみにヴァンスは、イスラエル

に対して特別なコミットメントを有していないともされる（19）。

こうした議論は、政権内に同盟国との関係をめぐる見解の不一致が存在することを示唆す

る。ゆえに、「力による平和」を掲げながらも力の中身には一貫性がないトランプは、優位

派、抑制派のいずれにとっても、「彼こそが自分たちの仲間かもしれない」と想像させる余地

を与えてきた（20）。湾岸のアラブ諸国にも、トランプ政権の対イラン政策の真意がよくつかめ

ずにいた。アメリカと湾岸諸国との緊密な関係がイランに対する敵視に基づくものであると

はいえ、アメリカがイランとの外交交渉において、「アメリカ・ファースト」を追求するの

か、それとも湾岸諸国の利益を何らかの形で考慮するのかが定かではなかった（21）。

4 「12日間戦争」への参戦

2期目のトランプ政権は、敵視しているイランとその核開発問題をめぐり再交渉に乗り出し

た。トランプは、イランと合意できれば、イランの脅威を取り除くことができるのではない

かと考えていた（22）。そのうえで、軍事力をちらつかせ、イランにアメリカの要求をのませよ

うという強制外交に乗り出した。2025年3月には紅海でフーシ派への攻撃を行っている空母

「ハリー・S・トルーマン」の打撃群に加勢すべく、空母「カール・ヴィンソン」とそれに随

伴する駆逐艦が派遣された。

しかし、このことは、トランプとイスラエルのネタニヤフ首相との間に不和を生じさせた。

ネタニヤフは、イランの核関連施設を破壊することを目指していたからである（23）。また、ト

ランプがイエメンのフーシ派との停戦合意を発表したのに対し、ネタニヤフは自衛のために

攻撃の手を緩めないとの立場を明示した。これはあたかも、トランプのイランに対する政策

がイスラエルによるイランへの攻撃を駆り立てているかのようであった。

こうしたなかで2025年5月、トランプは、2期目の最初の外遊先としてサウジアラビア、カ

タールおよびUAEを訪問し、その目的とされていた各国との巨額の武器および経済協定を締

結した（24）。また、トランプは、油価を低く抑えるよう要請した。一方、外交に関する発言も

なされた。例えば、トランプは、イランが交渉の条件におおむね合意したとし、イランがウ

ラン濃縮プログラムを用いて核兵器の開発を進めることはないとの見通しを明らかにした。

また、トランプは、中東における米国の軍事介入が繰り返し失敗してきたと述べ、アメリカ

が自ら選択して戦争を行う時代は終わったとの見解を示した（25）。

その後もトランプは、イランの濃縮ウラン製造能力を縮減すべくイランとの交渉に機会を

与えたいとして、ネタニヤフには、イランとアメリカが交渉している最中に攻撃することへ

の警告を発していた。ところが、6月に入りイランのハーメネイー最高指導者がウラン濃縮
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の放棄というアメリカ側提案の受諾をイランの国益に反するとして拒否したことを受け、ト

ランプは外交的解決の見通しを楽観できなくなった（26）。イスラエルがイランへの攻撃を開始

したのは、この直後といえる時期であった。その頃までにトランプは、グラハム上院議員や

クリラ中央軍司令官に代表される共和党内のイラン強硬派の主張に耳を貸すようになった。

トランプは、イランが核兵器を保有できないようその核施設をアメリカのみが有するバンカ

ーバスターで破壊する、という限定的な軍事攻撃を外交に代わるイラン政策の選択肢として

視野に入れ始めた（27）。

トランプが最終的にイランへの攻撃を決定したのは、イスラエルとイランの間で「12日間

戦争」が発生した6月13日のことであったとされる（28）。イランとの交渉が難航し、軍事的選

択肢に傾きつつあったトランプにとって、同盟国イスラエルが単独で健闘する様は、アメリ

カの短期間での勝利を約束するかのように捉えられたのであろう。トランプ政権は、12日間

戦争の終盤に単独でイランを攻撃し、その核関連施設に甚大な被害を与えたと大々的に発表

した。

5 イランとの全面対決

とはいえ、アメリカとイスラエルとの齟齬が消えたわけではなかった。2025年9月、イス

ラエルがハマース指導部のいるカタールを空爆したからである。アメリカとの事前調整なく

実施されたイスラエルの攻撃にトランプは不快感を露わにし、カタールに対してこうしたこ

とが二度と起こらないとの保証を与えた（29）。その後、ネタニヤフは、カタール側に謝罪した。

イスラエルによるこのカタール攻撃は、湾岸諸国との経済的利益の共有を図ってきたトラ

ンプにとって、親族による経済取引を含む利権を脅かしかねなかった。また、湾岸アラブ諸

国にとってこの攻撃は、アメリカの同盟国であり、米軍基地の受け入れやガザ戦争の仲介と

いうアメリカの意向に沿う政策を講じていても安全が保証されないことを意味した。

トランプ政権は、これらの懸念に対し、湾岸諸国の安全確保に一定の配慮を示した。バハ

レーン、クウェートおよびカタールに加え、新たにサウジアラビアを主要なNATOの非加盟

同盟国（MNNA）に指定したのである。MNNAの地位は、アメリカの国内法に基づき、外国

のパートナーに、防衛貿易や安全保障協力の分野に関する装備の貸与や共同訓練の実施に一

定の特権を付与するものである。ただし、当該国に対するいかなる安全保障上の約束も伴わ

ない（30）。こうしたなかでトランプ政権は、2026年2月末にイスラエルと合同でイランへの攻

撃を開始した。

これは、4週間ないし5週間で終わるとの見通しの下でトランプが自ら選択した戦争であっ

た（31）。短期間での勝利が保証されている、との見方は、トランプがベネズエラのマドゥロ大

統領を拘束した作戦を、イランにおけるアメリカの成功の可能性を示す兆候とみなしたこと

に基づいている。自信をつけたのである。また、外国への軍事介入に否定的であったヴァン

ス副大統領も、もし米国がイランを攻撃するのであれば、限定的な攻撃により事態を長引か

せるのではなく、「大規模かつ迅速に」行うべきだと述べた（32）。

トランプにイランへの攻撃を決断させた背景には、イスラエル・ロビーの影響もあるとさ
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れる。例えば、共和党のグラハム議員は、2026年に入ってから頻繁にイスラエルを訪問して

いたが、ネタニヤフとも会談し、トランプ大統領にイラン攻撃を促すための働きかけ方につ

いて助言した。ネタニヤフがトランプに情報資料を提示し、それがトランプに行動に移すよ

う説得するきっかけとなったという（33）。

トランプは、攻撃開始直後のビデオメッセージで、イランの差し迫った脅威を取り除き、

アメリカ国民を守ることが戦争の目的であると述べた。そのためには、軍事作戦によるイラ

ンのミサイルおよびミサイル産業の破壊、イラン海軍の壊滅、イランの代理勢力が有する攻

撃能力の剥奪、イランによる核兵器の保有阻止および体制転換が必要であるとした（34）。

それを裏付けるかのように、アメリカとイスラエルは、地理と標的の種類に応じて作戦を

分担しながら、イランの最高指導者ハーメネイーを含む政府要人、イスラーム革命防衛隊

（IRGC）および警察などの拠点といった政権の統制能力にかかわる標的を攻撃した。また、イ

ランの攻撃能力を削ぐべく、弾道ミサイルの移動式発射台、ミサイル貯蔵庫、防空システム

および核濃縮施設も攻撃した（35）。

イランは、対抗措置として、イスラエルおよび域内の米軍基地を攻撃するとともに、ホル

ムズ海峡を封鎖した。アメリカは、イランの反撃を12日間戦争の時と同様のものと捉え、経

済戦争が仕掛けられることはないと考えていた。ただし、トランプは、戦争による油価の高

騰には対策の検討を指示していた。しかし、それは短期的な懸念に過ぎず、イランの政権指

導部を排除するという使命は揺るがないとしていた（36）。

ホルムズ海峡の封鎖に伴う油価の高騰は、トランプがイラン攻撃によってその安全を守る

としたアメリカ国民の生活を直撃した。湾岸の同盟国も安全が脅かされたうえに、石油を輸

出する代替ルートを持たない国は経済的な打撃も被った。アメリカは、ホルムズ海峡の開放

を最優先せざるをえず、そのためには戦争を終結させるほかなかった。こうして、トランプが

選択した戦争の終結時期および条件を決定する主導権は、イランに握られることになった（37）。

アメリカは、パキスタンの仲介により、4月にイランと2週間の暫定的な停戦に合意した。

アメリカはその時点で、イランの軍事力に一定の打撃を与えたものの、戦争目的をほぼ達成

できずにいた。イランの体制はより強硬化して権力を維持し、イランによる近隣諸国へのミ

サイル発射は続き、ヒズブッラーも依然としてイスラエルを攻撃する能力を有し、イランは

「ウラン濃縮活動ゼロ」を主張するアメリカに対してウラン濃縮の権利を主張し続けていた。

アメリカは、6月にイランと停戦の条件についての覚書を締結した。最終的な停戦合意は

60日以内の交渉によるとされたが、両国は、ホルムズ海峡に関するアメリカの海上封鎖の停

止およびイランによる船舶の航行管理、レバノンを含むすべての戦闘の停止、イランによる

核兵器の調達および開発の禁止、あらゆる対イラン制裁の解除およびイランの復興・開発事

業へのアメリカと地域パートナーの関与を条件とした（38）。覚書には、イランの体制転換、ウ

ラン濃縮活動およびミサイル問題への言及はなかった。イランがウラン濃縮活動を続ける可

能性は濃厚で、それを制限したJCPOAからは後退した内容となった。イランの制裁解除につ

いても、段階的であったJCPOAから一括解除へとアメリカが譲歩した形となった。
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おわりに

トランプは、自ら選択した戦争においてイランの出方を見誤った。湾岸におけるアメリカ

主導の安全保障は揺らぎ、アメリカに依存しない安全強化の動きが出現した。2026年8月に

サウジアラビア、パキスタンおよびトルコが「メッカ共同防衛協定」を締結したことは、そ

の先駆的な例であろう。

パキスタンがアメリカおよびイランとの友好関係を用いて両者を仲介した背景には、イン

ドに対抗し、国際的な存在感を高める狙いがある（39）。2023年9月に発表された「インド・中

東・欧州経済回廊（India-Middle East-Europe Economic Corridor: IMEC）」の対象国であるサウジアラ

ビアとの経済関係を強化し、トルコとともに、IMECから除外された損失を埋めることも視

野にあるという（40）。

アメリカは当面、ホルムズ海峡の支配を主張するイランに対し、軍事攻撃の選択のみなら

ず、経済的圧力の行使にすら慎重にならざるをえまい。そうしたなかで、パキスタンが中国

とも良好な関係を有していることは、中東における同盟の多角化をよりいっそう推進するか

もしれない。
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